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　本研究の分析対象である11 編の論文について，調査の概要を整理したものが表 2 である。
本稿では，表 2 における分析対象論文の番号を（　）に入れて論じる。
　11 編の中でも（③④），（⑤⑧⑨）は，それぞれ調査の実施機関及び対象が同一であり，分析す
るテーマに合わせてデ ターを使用していた。したがって，実施された調査は 8 編である。
1．調査の対象及び実施機関，障害種別（表 2）
　本研究で取り上げている11 編すべての論文において，調査の対象は母親であった。年齢は


























ビュー調査から」『障害者問題研究』第 39 巻第 3 号，32-39








⑩ 2015 春木裕美 「障害児の母親の就労に関連する要因」『発達障害研究』第 37 巻，第 2 号，174-185
⑪ 2018 丸山啓史
「障害のある子どもの母親の就労と学校に関わる保護者の役割との葛藤」
『特別支援教育臨床実践センター 年報』第 8 号,19-29






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































育対策等 5 か年事業」（1995 ～ 1999 年）による就労と育児の両立支援施策を背景として 1998
年に実施された調査は 2 編（①②）であった。
　2004 年～ 2009 年に調査を実施した論文は 3 編（③④⑩）であった。この時期には，支援費制











　対象とする子どもの年齢は幅広く，0 歳から未就学児のみを対象としている論文は 1 編（①）で
あった。子どもの年齢が 0 ～ 12 歳が 2 編（③④），乳幼児～ 18 歳以上が 2 編（⑤⑧），学齢期
から青年期（6～18歳）に関する論文が5編（②⑥⑦⑩⑪），9歳～28歳が1編（⑨）だった。また，
18 歳以上を含む論文が 4 編（⑤⑧⑨⑪）だった。
　母親の就労率については，就労している母親を対象としている調査（③④）を除く9 編で見てみ
ると，1998 年，2008 ～ 2009 年に調査を実施した 3 編（①②⑩）では，いずれも「就労なし」が「あ
り」を上回っていた。それに対して 2010 年以降の調査結果では「就労無し」が「あり」を上回って
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齢を学齢期と成人期で区分して調査を実施していたのは 1 編（⑪）で，就労の有無に大きな差は



















意識・役割葛藤」「ワ クー・ライフ・バランス」の 5 項目で構成されていた。







未就学児 17 83 0 上村他（1999）
小 1 ～高 3 34 65 1 上村他（2000）
2008 ～ 2009 小 1 ～高 3 49 51 0 春木（2015）
2010~2011
小 1 ～高 3 62 38 0 丸山（2011b）
９～ 28 歳 18 82 0 小木曽（2014）
乳幼児～ 18 歳以上 54 46 0 丸山（2011a）
乳幼児～ 18 歳以上 75 25 0 丸山（2013）
6 ～ 18 歳 54 46 0 江尻・松澤（2013）
2015~2017
小 2 ～高 3 75 25 0
丸山（2015）































































































　月平均の収入についての調査結果では，「5 ～ 8 万円未満」が最も多く，次いで「8 ～ 15 万円」
「20 万円以上」「15 ～ 20 万円」の順に多かった（④）。
　年間世帯収入についての調査結果では，500 万円未満の世帯が 55%を占め，一般児童世帯
における比率よりも高かった（⑦）。特に，ひとり親世帯の 9 割が 500 万円未満であり，障害のある
子どもの世帯の中でも，ひとり親世帯では経済的に困難な世帯が多いことが示された（⑦）。
　障害のある子どもの親は，リハビリや療育，通院などによる経済的な負担が大きい（①⑦）。そ











































































































































2） 総務省（2012）就業構造基本調査からの推計によると「ダブルケア」を行っている人口は約 25 万人おり，女性
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